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※この公表の数値については、百万円単位で整理してあります。
　表示単位未満を四捨五入数値してあるので割合・一人当たりの金額・合計等
　が一致しない場合があります。
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「千葉市財政状況の公表に関する条例」に基づき、市の財政状況について公表します。

一般会計

出総額で1,215億34百万円、累計額で2,424億59百万円となっています。

特別会計

万円を増額しましたので、総予算現額は、2,851億16百万円となっています。

額で1,387億60百万円、累計で2,547億78百万円となっています。

　一般会計と特別会計の平成18年3月31日現在の予算執行状況は、次のとおりです。

平成17年度の歳入歳出予算は、当初3,416億円で、前回（12月）公表時点では、3,597億43百万円であり

ましたが、その後12月、２月に補正を行い、232億96百万円を増額しましたので、最終予算現額は、3,830

億39百万円となっています。

公営企業会計を除く16の特別会計の総予算は、当初2,810億46百万円で、前回（12月）公表時点では、

今期中における執行状況は、収入総額で1,794億79百万円、累計額で3,179億12百万円となり、一方、支

2,812億66百万円でありましたが、その後２月に老人保健医療事業特別会計他で補正を行い、総額38億50百

今期中における執行状況は、収入総額で1140億52百万円、累計で1,880億47百万円となり、一方、支出総

（単位：百万円）

区分

会計名 当初予算額
補正予算額
（ 上 期 ）

補正予算額
（ 下 期 ）

繰 越 事 業
繰 越 額 計

収 入 済 額
（ 累 計 ）

支 出 済 額
（ 累 計 ）

341,600 1,722 23,296 16,420 383,039 317,912 83.0 % 242,459 63.3 %

交 通 災 害
共 済 事 業 46         －        －        － 46 4 7.6 % 44 95.0

駐 車 場 事 業 107         －        －        － 107 35 33.3 % 104 97.7

国民健康保険
事 業 69,522         － 914         － 70,437 57,080 81.0 % 64,031 90.9

老人保健医療
事 業 44,598         － 1,840         － 46,439 40,751 87.8 % 42,770 92.1

介護保険事業 30,647 138         －        － 30,786 23,822 77.4 % 27,806 90.3

母子寡婦福祉
資金貸付事業 400         －        －        － 400 395 98.7 % 322 80.6

霊 園 事 業 640         －        －        － 640 609 95.2 % 591 92.3

農業集落排水
事 業 977         －        － 42 1,018 344 33.8 % 350 34.3

競 輪 事 業 21,787         －        －        － 21,787 16,920 77.7 % 17,747 81.5

中央卸売市場
事 業 1,101         －        －        － 1,101 683 62.0 % 712 64.7

都市計画土地
区画整理事業 1,002         －        － 40 1,042 326 31.3 % 691 66.3

市街地再開発
事 業 1,019         －        －        － 1,019 180 17.7 % 389 38.2

動物公園事業 1,644         －        －        － 1,644 486 29.6 % 1,158 70.4

公 共 用 地
取 得 事 業 4,814         －        －        － 4,814 0 0.0 % 0 0.0

学 校 給 食
センター事業 2,227         －        －        － 2,227 1,109 49.8 % 1,809 81.2

公 債 管 理 100,514         － 1,095         － 101,609 45,302 44.6 % 96,253 94.7

小 計 281,046 138 3,850 82 285,116 188,047 66.0 % 254,778 89.4

622,646 1,861 27,146 16,502 668,154 505,958 75.7 % 497,237 74.4

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので計欄及び割合が一致しない場合があります。

歳 出

支 出 割 合
（ 累 計 ）

合 計

一 般 会 計

歳 入

収 入 割 合
（ 累 計 ）

特

別

会

計

予 算 現 額

Ⅰ 平成17年度下半期における予算の執行状況
平成18年３月31日現在
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今期中の補正予算の主な内容は次のとおりです。

一般会計

　　医療扶助費、生活扶助費他

　　小・中・高等学校校舎等アスベスト除去工事他

一般会計

　　千葉都市モノレール㈱への貸付

　　土地開発基金廃止に伴う一般会計借入金償還

　　小中学校大規模改造、小中学校アスベスト対策

　　蘇我スポーツ公園整備、千葉中央港土地区画整理

　　財政調整基金、千葉都市モノレール基金他

　　ＮＴＴ無利子貸付金の繰上償還

　　児童福祉施設整備費助成

特別会計

　　老人保健医療給付費他

　　老人保健拠出金他

41億 40百万円

老 人 保 健 医 療 事 業 18億40百万円

国 民 健 康 保 険 事 業

10億95百万円

9億14百万円

公 債 管 理

生 活 保 護

ア ス ベ ス ト 対 策

12億94百万円

11億22百万円

1億72百万円

220億 2百万円

8億60百万円

17億30百万円

公 債 費

千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙ経営改善 63億60百万円

土地開発基金の廃止 55億円      

基 金 積 立 金

児 童 福 祉 施 設 整 備

都 市 基 盤 整 備

10億95百万円

20億78百万円教 育 施 設 の 整 備

14億19百万円

12 月 補正 予 算

２ 月 補正 予 算

　一般会計 　地方公共団体の行政運営の基本的な経費、重要な経費を計上している会計をいいます。

　特別会計 　特定の目的のために設けられた会計をいいます。千葉市では交通災害共済事業ほか15の

会計が条例で設置されています。

　また、病院事業、下水道事業、水道事業は公営企業会計と呼ばれ、地方公営企業法に基

づき独立採算を原則として設置された特別会計で、その他の特別会計とは区別されていま

す。

　補正予算 　予算の編成後に生じた理由によって、既定予算に追加・変更をする必要がある場合、議

会の議決を経て成立した予算をいいます。
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　市税は、市政運営のために欠くことのできない財源であり、歳入予算総額の約5割を占めています。

います。

の負担割合は43.6％となっています。

・・・・・ 176,495 円　　うち市民税 76,644 円

　　　うち固定資産税 74,045 円

　　　その他 25,806 円

・・・・・ 420,275 円　　うち市民税 182,507 円

　　　うち固定資産税 176,318 円

　　　その他 61,450 円

・・・・・ 405,014 円

・・・・・ 964,430 円

１ 世 帯 当 た り の 市 税 負 担 額

市 民 １ 人 当 た り の 行 政 経 費

平成18年3月末の予算額でみますと、市税の予算額は、1,597億63百万円（滞納繰越分と国有資産等所在

市町村交付金及び納付金を除く。）となっていますので、これを平成18年3月末の人口（905,199人）及び

世帯数（380,140世帯）で割りますと、市民１人当たり176,495円、１世帯当たり420,275円の負担となって

市民１人当たりの市税負担額

また、市民のために使われる経費（これを行政経費といいます。ただし、歳出予算現額から繰越額を

除く。）は、市民１人当たり405,014円、１世帯当たり964,430円となっていますので、市民の行政経費

１ 世 帯 当 た り の 行 政 経 費

Ⅱ 市 民 負 担 の 状 況

民生費 23.8％
96,305円/人

229,324円/世帯

土木費 23.2％
93,855円/人

223,489円/世帯

公債費 12.7％
51,390円/人

122,370円/世帯

衛生費 11.2％
45,329円/人

107,939円/世帯

教育費  11.0％
44,562円/人

106,111円/世帯

総務費 9.1％
37,041円/人
88,203円/世帯

商工費 2.8％
11,583円/人
27,582円/世帯

消防費 3.3％
13,326円/人
31,732円/世帯

総　　額
3,666億18百万円
405,014円/人
964,430円/世帯

その他 2.9％
11,623円/人

27,680円/世帯

行政経費の目的別内訳

（注）人口、世帯数は住民基本台帳登録による。
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公有財産

す。

　公営企業会計を除く公有財産の現在高は次のとおりです。

基　　金

ので、条例により目的、処分等が定められています。

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのも

公有財産とは、市が所有している土地、建物、有価証券、出資による権利などの財産をいいますが、

使用目的によって、行政財産（庁舎、消防施設などのような公用または学校、公営住宅、公園などの公共

用に利用される財産をいいます。）と普通財産（行政財産以外の市の財産をいいます。）とに区分されま

Ⅲ 財 産 、 市 債 及 び 一 時 借 入 金 の 現 在 高
平成18年３月31日現在

財 産 の 現 在 高

㎡ ㎡ 隻 個 機 百万円 百万円

734,022.36 217,260.58 1 1 2 － －

公 共 用 13,197,581.05 2,180,486.03 － － － － －

計 13,931,603.41 2,397,746.61 1 1 2         －         － 

604,709.35 51,475.18 － － － 3,744 2,776

14,536,312.76 2,449,221.79 1 1 2 3,744 2,776

区 分 土 地 建 物

合　　　　計

出 資 に
よ る 権 利

有 価
証 券

公
有
財
産

行
政
財
産

公 用

普 通 財 産

船 舶 浮 桟 橋 航 空 機

（単位：百万円）

区 分 現 在 高 備 考 （ 設 置 目 的 等 ）

文 化 基 金 613 市民文化の振興を図るため

市 庁 舎 整 備 基 金 3,536 市庁舎整備事業に必要な経費に充てるため

財 政 調 整 基 金 3,064 財政の健全な運営に資するため

市 債 管 理 基 金 14,703 市債の償還財源の確保及び市債の適正な管理のため

社 会 福 祉 基 金 627 社会福祉の増進を図るため

地 域 環 境 保 全 基 金 354 地域の環境の保全及び創造に資するため

地 下 水 浄 化 事 業 推 進 基 金 66 地下水の水質浄化事業を推進するため

リ サ イ ク ル 推 進 基 金 220 廃棄物の減量及び再利用を推進するため

緑 と 水 辺 の 基 金 4,091 緑と水辺を生かした快適な都市環境を創造するため

美 術 品 等 取 得 基 金 1,000 美術館に収蔵する美術品等を円滑に取得するため

土 地 開 発 基 金 －
公用若しくは公共の用に供する土地又は公共の利益のために取得
する必要がある土地をあらかじめ取得することにより、事業の円
滑な執行を図るため（平成17年度末廃止）

交 通 災 害 共 済 基 金 － 交通災害共済事業の健全な運営を図るため（平成17年度末廃止）

介 護 給 付 準 備 基 金 1,981 介護保険事業に係る財政の中期的な調整を図るため

合 計 30,255

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので、計が一致しない場合があります。
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ができません。

　そこで市は、財務省・日本郵政公社・銀行などから資金の長期借入をします。これを市債といいますが、

た、市債を活用することによって、生活環境施設の早急な整備も可能となります。

(注)国の減税や経済対策のため、地方の財源不足を補てんする目的で制度化された市債 162,651百万円

　　を含む。

会計にあっては銀行等から、予算で定めた限度額の範囲内で一時的に借り入れるお金を一時借入金といい、

その状況は次のとおりです。

年度途中において支出が収入を上回り、歳計現金に不足を生じた場合に、その不足を補うために、一般

学校、公園、清掃施設など大規模な建設事業は、その年度の財源のみでは計画的な整備を推進すること

これらの施設は、将来の市民も利用することになりますので、世代間の負担の公平を図ることができ、ま

市 債 の 現 在 高

（単位：百万円）

政 府 資 金 民 間 等 資 金

632,943 197,035 435,908

51,646 12,375 39,271

公 共 用 地 取 得 事 業 25,617 83 25,534

市 街 地 再 開 発 事 業 13,114 827 12,287

そ の 他 12,915 11,465 1,450

684,589 209,410 475,179

特 別 会 計

合 計

区 分 現 在 高
借 入 先

一 般 会 計

一時借入金の現在高

（単位：百万円）

今 期 中 償 還 高 今 期 末 残 高

一 般 会 計 50,000 2,000 26,500 28,500 0

予算で定めらた
限 度 額 前 期 末 残 高 今 期 中 借 入 高区 分
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病院事業

青葉病院、海浜病院の今期中の入院及び外来患者数の利用総数は、299,938人となっています。

下水道事業

今期中の有収水量は、46,430,831m3となっています。

水道事業

今期中の配水量は、2,171,458m3となっています。

Ⅳ 公 営 企 業 の 下 半 期 の 業 務 状 況
平成18年3月31日現在

事 業 の 概 況

入院患者数 １日平均 外来患者数 １日平均
床 人 人 人 人 

青　葉 55,788 306 104,648 872 循環器科、小児科、外科、整形外科、皮膚科、

病　院 (51,899) (285) (90,952) (764) 泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、

リハビリテーション科、放射線科、歯科、麻酔科

内科、神経内科、呼吸器科、消化器科、

海　浜 44,559 245 94,943 735 循環器科、小児科、外科、整形外科、

病　院 (44,332) (244) (97,990) (765) 心臓血管外科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、

リハビリテーション科、放射線科、麻酔科

　※ （　）は前年同期の状況です。

380

301

今期中の患者利用状況
診　　療　　科　　目区 分 病床数

内科、精神科、神経内科、呼吸器科、消化器科、

行 政 区 域 内 人 口 924,063 人 整 備 区 域 内 人 口 886,655 人

下水道汚水処理普及率 96.0 ％

接 続 戸 数 360,162 戸 うち今期中増加接続戸数 7,197 戸

接 続 人 口 853,581 人 うち今期中増加接続人口 13,423 人

整 備 面 積 12,019 ha うち今期中増加整備面積 150 ha

今年度接続助成件数 472 件 うち今期中接続助成件数 237 件

計画給水人口 78,100 人 給 水 区 域 内 人 口 56,286 人

加 入 戸 数 16,766 戸 う ち 今 期 中 加 入 戸 数 676 戸

給 水 戸 数 15,438 戸 うち今期中増加給水戸数 643 戸

給 水 人 口 42,655 人 うち今期中増加給水人口 1,366 人

配 水 状 況

　※ （　）は前年度同期の状況です。

区　分

2,111,579 2,171,458 4,283,037

( 2,163,296 ) ( 2,058,761 ) ( 4,222,057 )

2,041,277 2,097,216 4,138,493

( 2,048,972 ) ( 1,989,827 ) ( 4,038,799 )

今　期　中

m3

m3

計

m3

m3

m3

m3

前　期　中

配 水 量

有 収 水 量
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　病院事業、下水道事業及び水道事業の予算執行状況は次のとおりとなっています。

に係る収入、支出をいいます。

活動部門の収入、支出をいい、資本的収支とは、それら営業活動に必要な施設の建設改良、機器の調達等

なお、表に使われている収益的収支とは、医療サービス、汚水の処理、水の供給のように経常的な営業

経 理 の 概 況

病院事業 （単位：百万円）

当初予算額 補正予算額
（ 上 期 ）

補正予算額
（ 下 期 ）

繰 越 事 業
繰 越 額 計 執 行 額

（累計）
執行割合
（累計）

執 行 額
（累計）

執行割合
（累計）

収 益的
収 支 9,701 114 － － 9,815 9,257 94.3% 9,218 93.9%

資 本的
収 支 1,527 － － － 1,527 99 89.2% 1,515 99.2%

収 益的
収 支 7,358 － － － 7,358 6,970 94.7% 6,966 94.7%

資 本的
収 支 765 － － － 765 293 93.3% 757 99.0%

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので計欄及び割合が一致しない場合があります。

下水道事業 （単位：百万円）

当初予算額 補正予算額
（ 上 期 ）

補正予算額
（ 下 期 ）

繰 越 事 業
繰 越 額 計 執 行 額

（累計）
執行割合
（累計）

執 行 額
（累計）

執行割合
（累計）

22,321 － － － 22,321 22,442 97.5% 21,837 97.8%

33,038 － 290 5,571 38,899 20,051 65.1% 28,718 73.8%

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので計欄及び割合が一致しない場合があります。

水道事業 （単位：百万円）

当初予算額 補正予算額
（ 上 期 ）

補正予算額
（ 下 期 ）

繰 越 事 業
繰 越 額

計 執 行 額
（累計）

執行割合
（累計）

執 行 額
（累計）

執行割合
（累計）

1,976 － － － 1,976 2,056 96.6% 1,912 96.7%

5,779 － － 534 6,313 5,146 90.8% 5,793 91.8%

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので計欄及び割合が一致しない場合があります。

収 入 支 出
区 分

予 算 現 額

海
浜
病
院

区 分
予 算 現 額

青
葉
病
院

収 益 的
収 支

資 本 的
収 支

収 入 支 出

収 入 支 出

収 益 的
収 支

資 本 的
収 支

区 分
予 算 現 額
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(注)国の減税や経済対策のため、地方の財源不足を補てんする目的で制度化された市債 271百万円

　を含む。

市 債 の現 在 高

（単位：百万円）

政 府 資 金 民間等資金

病 院 事 業 29,023 27,752 1,271

下 水 道 事 業 273,030 265,741 7,289

水 道 事 業 12,906 12,906 0

合　　計 314,959 306,399 8,560

現　在　高
借　　入　　金

公 営 企 業 会 計 名

一時借入金の現在高

（単位：百万円）

予 算 で 定 め ら
れ た 限 度 額 前 期 末 残 高 今 期 中 借 入 高 今 期 中 償 還 高 今 期 末 残 高

病 院 事 業 300 0 0 0 0

下 水 道 事 業 15,000 0 9,230 9,230 0

水 道 事 業 1,000 0 0 0 0

公 営 企 業 会 計 名
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１　編成の基本的考え方

(1)　第２次５か年計画の推進

る。

(2)　行政改革の推進

①　新行政改革推進計画

②　財政健全化プラン

交付税と臨時財政対策債は、前年度を下回る見込みである。

する少子・高齢社会への的確な対応や安全で安心して暮らせるまちづくりの実

展を目指し、「千葉市らしさの確立」や「安全・安心のまちづくり」など、新

たな12の「まちづくりの大切な視点」を踏まえ、計画事業の着実な推進を図

新行政改革推進計画に積極的に取り組むとともに、国の新地方行革指針等

要 が あ る 。

て い る 。

第２次５か年計画の初年度として、本市の将来像の実現と市域の均衡ある発

債務負担行為の償還金の増に加え、退職手当が増加するとともに、急速に進展

一方、歳出では、蘇我球技場などの継続的事業などが完成したことにより普

通建設事業費が大幅に減少するものの、児童手当や生活保護費などの扶助費や

現などに多額の財政需要が見込まれることから、財政収支は厳しい状況となっ

わたる安定的で持続可能な財政運営を行うための取組みを一層強化する。

に対応した新たな取り組み項目についても、可能な限り予算に反映させる。

特に、既定の事務事業については、事務事業評価システムを活用して、事

業効果を検証し、既成概念にとらわれない大胆な事業の廃止や縮小など、さ

自主財源を中心とした歳入構造への転換や財政の弾力性向上など、将来に

らに徹底した見直しを図る。

このような財政見通しを前提に、以下の項目を基本方針として編成したとこ

ろ で あ る 。

平成18年度の本市の財政見通しは、歳入では、自主財源の根幹を占める市

税は、堅調な景気回復の影響等により市民税の増が見込まれることなどにより

前年度を上回る見込みである。

依存財源では、三位一体の改革に伴い、児童扶養手当給付費負担金や児童手

当交付金などが一般財源化され、所得譲与税で措置されることとなるが、地方

また、市債については、将来の財政負担を考慮し、抑制を基調に活用する必

Ⅴ 平 成 18 年 度 当 初 予 算 の 概 要
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２　予算の内容
 (1) 予算の規模

　平成18年度一般会計の歳入歳出予算規模は、

総額3,323億円で、前年度と比較して93億円

2.7％の減となっています。

　特別会計（企業会計を含む17会計）について

は、国民健康保険事業会計や介護保険事業会計

等で増額となるものの、交通災害共済事業会計

及び駐車場事業会計の２会計を廃止したことや､

競輪事業会計や公債管理会計等で減額となるこ

とから、特別会計の総額は3,390億68百万円で、

前年度と比較して244億43百万円、6.7％の減と

なっています。

　以上、全会計を合わせた規模は6,713億68百

万円で、前年度と比較して337億43百万円、4.8

％の減となっています。

平成17年度 平成18年度

7,051億11百万円 6,713億68百万円

（対前年度比4.8％減）

特別会計
3,635億
11百万円

一般会計
3,416億円 一般会計

3,323億円

特別会計
3,390億
68百万円

000億円

1,000億円

2,000億円

3,000億円

4,000億円

平成4年度 平成13年度 平成18年度

一般会計当初予算額の推移

2,685億
80百万円

3,323億円
3,427億
80百万円
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 (2) 一般会計予算
　（ 歳 入 ）

　歳入予算の主なものとしては、市税が1,670億円、構成比50.3％と、歳入の根幹を成しています。

が含まれています。

地方譲与税の順となっています。

次いで、市債が521億16百万円、構成比15.7％となっていますが、この中には恒久的な減税を補てんする

ための減税補てん債17億66百万円のほか、地方財政の収支不足を補てんするための臨時財政対策債110億円

この他、国庫支出金は350億67百万円、構成比10.6％となっており、以下、諸収入、地方消費税交付金、

総　　　　額
3,323億円

（構成比 100.0％）

自主財源と依存財源

・自主財源とは、市税や使用料等のように市が自主的

　に収入するものです。

・依存財源とは、国庫支出金や県支出金、市債等のよ

　うに国や県の意思決定に基づいて収入されるもので

　す。

市税の主な内訳

税　目 予　算　額

市 民 税 785億49百万円 47.0 ％

固 定 資 産 税 651億38百万円 39.0
都 市 計 画 税 122億64百万円 7.3

市 た ば こ 税 60億16百万円 3.6

事 業 所 税 44億18百万円 2.7

そ の 他 6億15百万円 0.4

計 1,670億円 100.0

構成比

市　税
1,670億円
50.3％

諸収入
165億12百万円

5.0％

使用料及び手数料
79億33百万円

2.4％

自主財源
2,061億69百万円

62.0％

繰入金
81億23百万円

2.4％

その他の自主財源
66億01百万円

1.9％

依存財源
1,261億31百万円

38.0％

市　債
521億16百万円

15.7％

国庫支出金
350億67百万円

10.6％

地方消費税交付金
90億67百万円

2.7％

地方特例交付金
51億7百万円

1.5％
軽油引取税交付金
58億24百万円

1.8％

地方譲与税
87億95百万円

2.6％

県支出金
53億52百万円

1.6％
自動車取得税交付金

25億72百万円
0.8％ その他の依存財源

22億31百万円
0.7％
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　（ 歳 出 ）

　歳出予算の主なものとしては、民生費が第１

位で、860億9百万円、構成比25.9％となって

います。

　次いで、土木費が707億13百万円､構成比21.3

％、公債費が435億68百万円、構成比13.1％、

以下、衛生費、教育費、総務費、消防費、商工

費の順となっています。

　財政構造の面から歳出予算を性質別でみます

と、義務的経費が1,592億53百万円､構成比47.9

％となっています。

　投資的経費は、623億11百万円、構成比18.8

％で、その全てが普通建設事業費となっていま

す。

　その他の経費は、1,107億36百万円、構成比

33.3％となっています。

目的別の内訳　　　

性質別の内訳　　　

民生費
860億9百万円

25.9％

土木費
707億13百万円

21.3％

衛生費
400億9百万円

12.0％

公債費
435億68百万円

13.1％

教育費
335億57百万円

10.1％

総務費
317億35百万円

9.5％

消防費
119億56百万円

3.6％

商工費
96億59百万円

2.9％

その他
50億94百万円

1.6％

総　　　額
3,323億円

（構成比100.0％）

目的別経費と性質別経費
　目的別経費とは、どのような行政上の目

的のために費やされるかという基準により
分類されるもので、議会費、教育費、土木

費等をいいます。
　性質別経費とは、具体的な行政目的がど

のようなものであるかにかかわりなく、そ

の経費がどのような性質を有するかという
点に着目して分類するもので、人件費、物

件費、維持補修費等をいいます。

義務的経費と投資的経費

　義務的経費とは、極めて硬直性の強い経

費であって、その支出が義務付けられ、任

意に削減できない経費で、人件費、扶助費､

公債費をいいます。

　投資的経費とは、支出効果が資本形成に

向けられ、施設等がストックとして将来に

残るもので、普通建設事業費、災害復旧事

業費、失業対策事業費をいいます。

人件費
652億55百万円

19.6％

扶助費
507億66百万円

15.3％

公債費
432億32百万円

13.0％
普通建設事業費
623億11百万円

18.8％

物件費
440億70百万円

13.3％

補助費等
267億52百万円

8.0％

繰出金
207億45百万円

6.2％

投資及び出資金、貸付金
99億93百万円

3.1％

その他
91億76百万円

2.7％

総　　　額
3,323億円

（構成比100.0％）

義務的経費
1,592億53百万円

47.9％

投資的経費
623億11百万円

18.8％

その他の経費
1,107億36百万円

33.3％
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 (3) 特別会計予算
　平成18年度の公営企業会計を除く特別会計14会計の予算総額は、2,605億45百万円となっています。

　主な会計といたしましては、公債管理が850億24百万円、国民健康保険事業が726億4百万円、老人保健

医療事業が416億27百万円、介護保険事業が335億34百万円、競輪事業が165億85百万円となっています。

（単位：百万円）

区　　分 平成18年度 平成17年度 増　減　額

当初予算額 当初予算額 (A)－(B)

会 計 名 (A) (B) (C)

85,024 100,514 △ 15,490 △ 15.4 
％

72,604 69,522 3,082 4.4 

41,627 44,598 △ 2,971 △ 6.7 

33,534 30,647 2,887 9.4 

16,585 21,787 △ 5,202 △ 23.9 

2,239 2,227 12 0.5 

1,607 4,814 △ 3,208 △ 66.6 

1,535 1,644 △ 110 △ 6.7 

1,297 977 320 32.8 

1,198 1,101 97 8.8 

1,129 1,002 127 12.7 

1,095 1,019 77 7.5 

693 640 52 8.2 

380 400 △ 20 △ 5.0 

- 107 △ 107 皆減 

- 46 △ 46 皆減 

260,545 281,046 △ 20,501 △ 7.3 

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので計欄及び割合が一致しない場合があります。

増　減　率

(C)／(B)

(D)

公 債 管 理

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健 医 療

介 護 保 険

競 輪

公 共 用 地 取 得

学 校 給 食 セ ン タ ー

動 物 公 園

中 央 卸 売 市 場

農 業 集 落 排 水

駐 車 場

交 通 災 害 共 済

合　　　　計

都 市 計画 土 地区 画 整理

市 街 地 再 開 発

霊 園

母 子 寡婦 福 祉資 金 貸付
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 (4) 公営企業会計予算
　平成18年度の公営企業3会計の予算総額は、785億23百万円となっています。

病院事業

を高めつつ、患者サービスの向上に努めていきます。

下水道事業

度末下水道汚水処理普及率96.7％を見込んでいます。

の改善を図っていきます。

　なお、運営にあたっては、より一層の経費の節減と管理の効率化を図り、健全な下水道経営に努めてい

きます。

水道事業

ています。

　なお、運営にあたっては、より一層の経費の節減を図り、効率的な事業経営に努めていきます。

本年度の業務の予定量は、給水戸数15,974戸、総給水量4,512,000m3（１日平均給水量12,362m3）となっ

本年度の業務の予定量は、青葉病院が入院患者で115,200人、外来患者で220,500人であり、また海浜病

院は入院患者で95,033人、外来患者で189,395人を予定しています。それぞれ、地域中核病院としての機能

本年度の業務の予定量は、整備面積77ha、累計処理面積12,185ha、水洗化助成件数800件、平成18年

幹線管渠や面的整備を推進し、都市基盤整備と公共下水道の普及促進に努め、快適で衛生的な生活環境

本年度の経営方針

（単位：百万円）

区　　分 平成18年度 平成17年度 増　減　額

当初予算額 当初予算額 (A)－(B)

会 計 名 (A) (B) (C)

病 院 事 業 19,623 19,351 273 1.4 ％

収益的収支 16,955 17,059 △ 104 △ 0.6 

資本的収支 2,668 2,292 376 16.4 

下 水 道 事 業 53,825 55,359 △ 1,535 △ 2.8 

収益的収支 22,849 22,321 528 2.4 

資本的収支 30,975 33,038 △ 2,063 △ 6.2 

水 道 事 業 5,075 7,755 △ 2,680 △ 34.6 

収益的収支 1,984 1,976 8 0.4 

資本的収支 3,091 5,779 △ 2,688 △ 46.5 

合　　　計 78,523 82,465 △ 3,942 △ 4.8 

収益的収支 41,789 41,356 432 1.0 

資本的収支 36,734 41,109 △ 4,374 △ 10.6 

（注）表示単位未満を四捨五入してあるので計欄及び割合が一致しない場合があります。

増　減　率

(C)／(B)
(D)
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